
議案第10号

　　　　　令和２年度日高市水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和２年度日高市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 給水戸数

　(2) 年間総給水量

　(3) 一日平均給水量

　(4) 主要な建設改良事業

　　イ　高麗本郷取水場紫外線処理施設新設工事

　　ロ　横手配水場継電器盤、横手ポンプ場送水ポンプ、電気盤更新工事

　　ハ　配水管布設工事　　　φ100㎜～φ250㎜

　　ニ　消火栓設置

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入

　第１款　水道事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　特別損失

　　第４項　予備費

24,426 戸

㎥

㎥

7,037,000

ｍ

基

19,279

2,764

10

千円

千円

千円

千円

1,240,415

1,141,200

99,215

1,212,593

千円

千円

千円

千円

1,193,978

13,578

37

5,000

－　1　－



－　2　－

　（資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（ 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額295,830千円は当年度分消費税及び

　地方消費税資本的収支調整額 33,429千円、過年度分損益勘定留保資金 128,943千円、減債積立金 83,458千円及び建設改良積立金 50,000千円で補塡

　するものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入

　第１款　資本的収入

　　第１項　企業債

　　第２項　寄附金

　　第３項　負担金

　　第４項　県補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

　第１款　資本的支出

　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1) 水道事業費用及び資本的支出の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内各項の間の金額の流用

限度額

13,811 千円

582,312 千円

511,000

1

起債の方法

57,500

千円

千円

千円

878,142

794,684

83,458

千円

千円

千円

利　率 償　還　の　方　法

水道事業 511,000千円
普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内(ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを行った後
においては、当該見直し後の利率)

公的資金についてはその融通条件により、銀行その他の場
合はその債権者と協定した融通条件による。ただし、企業
財政の都合により、据置期間を短縮し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えることができる。

起債の目的



　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

　(1) 職員給与費

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、1,257千円と定める。

千円139,292

日高市長　谷ケ﨑　照　雄○○○○

令和２年２月26日提出○○○○○○○○○○○○○○
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－　4　－

１　水道事業収益

１　営業収益

１　給水収益 ・水道料金

２　受託工事収益 ・受託工事収益

３　その他の営業収益 ・手数料

・雑収益

・分担金

２　営業外収益

１　受取利息及び ・預金利息

　　配当金

２　長期前受金戻入 ・受贈財産評価額長期前受金

　戻入

・寄附金長期前受金戻入

・負担金長期前受金戻入

・国庫補助金長期前受金戻入

３　雑収益 ・その他雑収益

１　水道事業費用

１　営業費用

１　原水及び浄水費 ・給料

・手当

・賞与引当金繰入額

・法定福利費

・法定福利費引当金繰入額

・備消品費

・燃料費

・光熱水費

款 予定額（千円）

35,700

（職員３人）

22,800

3,459

備　　　　　　　　考

支　　　　　出

27,929

576 576

予定額（千円）款 項

92,566

495,431

473

390

753

予算に関する説明書

目

6,073

収　　　　　入

千円

1,043,000

22,800

99,215

32,411

679

千円

6,073

10,901

7,190

1,620

31,753

305

1,212,593

1,193,978

項 目

37,519

2,18175,400

1,240,415

1,141,200

令和２年度日高市水道事業会計予算実施計画

備　　　　　　　　考

1,043,000

収益的収入及び支出



・委託料

・賃借料

・修繕費

 (別途修繕引当金取崩額

・動力費

・薬品費

・負担金

・受水費

２　配水及び給水費 ・給料

・手当

・賞与引当金繰入額

・法定福利費

・法定福利費引当金繰入額

・備消品費

・燃料費

・印刷製本費

・委託料

・賃借料

・修繕費

 (別途修繕引当金取崩額

・路面復旧費

・材料費

・負担金

３　受託工事費 ・給料

・手当

・賞与引当金繰入額

・法定福利費

・法定福利費引当金繰入額

・備消品費

・修繕費

・路面復旧費

・工事請負費

・負担金

15,000

10,000

12,500

4,347

56,228

2,000

130,585

5,372

74,358

1,431

236

8,000

76,055

1,472

1,228

1,240

2,699

2,929

237

2,413

)

4,196

1,246

457

1,085

38,341

301,905

（職員２人）8,033

1,319

67,285

)

9,054

800

3,000

44,500

1,223

（職員２人）

100
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－　6　－

４　業務費 ・給料

・手当

・賞与引当金繰入額

・法定福利費

・法定福利費引当金繰入額

・備消品費

・燃料費

・印刷製本費

・通信運搬費

・委託料

・手数料

・修繕費

 (別途修繕引当金取崩額

・負担金

５　総係費 ・給料

・手当

・賞与引当金繰入額

・報酬

・法定福利費

・法定福利費引当金繰入額

・旅費

・被服費

・備消品費

・光熱水費

・印刷製本費

・通信運搬費

・委託料

・手数料

・賃借料

・修繕費

・研修費

・厚生費

・会費負担金

9,342

34

2,188

113

48

76,290

1,082

1,191

4,371

248

594

（職員１人）

)

591

800

300

10

50

44

520

97,333

5,819

4,000

18,519

10

2,937

68,619

1,385

5,000

5,002

（職員４人）

2,395

19,241

150

2,746

1,849

2,801

134



・保険料

・公課費

・貸倒引当金繰入額

・雑費

６　減価償却費 ・有形固定資産減価償却費

７　資産減耗費 ・固定資産除却費

２　営業外費用

１　支払利息及び ・企業債利息

　　企業債取扱諸費 ・一時借入金利息

２　消費税及び地方 ・消費税及び地方消費税

　　消費税

３　雑支出 ・その他雑支出

３　特別損失

１　過年度損益修正損 ・過年度損益修正損

４　予備費

１　予備費 ・予備費

5,000

200

13,612

1

12,576

1

321,113

1

5,000

13,612

124

5,000

1,000

692

321,113

132

13,578

12,577

37

37

1,000

37
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－　8　－

１　資本的収入

１　企業債

１　企業債 ・企業債

２　寄附金

１　寄附金 ・寄附金

３　負担金

１　負担金 ・消火栓設置費負担金

・工事負担金

４　県補助金

１　県補助金 ・生活基盤施設耐震化等補助金

１　資本的支出

１　建設改良費

１　浄水設備費 ・給料

・手当

・法定福利費

・委託料

・工事請負費

・負担金

２　配水設備費 ・給料

・手当

・法定福利費

・委託料

・路面復旧費

・工事請負費

・材料費

・補償費

予定額（千円）

13,811

13,811

653

1,504

3,500

予定額（千円）

582,312

794,684

488,143

目

511,000

（職員１人）

878,142

項

1

5,500

項

57,500

57,500

目款

款

57,500

303,366

511,000

511,000

1

備　　　　　　　　考

備　　　　　　　　考

20,000

2,654

40,203

8,311

22,500

271,220

15,000

（職員３人）

　　　　千円

12,292

3,907

4,835

資本的収入及び支出

支　　　　　出

324,000

　　　　千円

8,131

収　　　　　入

1



・負担金

・固定資産購入費

３　営業設備費 ・機械装置購入費

・車両運搬具購入費

２　企業債償還金

１　企業債償還金 ・元金償還金83,458 83,458

18,450

3,175

42,660

1,918

1,257

83,458

－　9　－



－　10　－

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　資産減耗費
　　　賞与引当金の増減額
　　　法定福利費引当金の増減額
　　　貸倒引当金の増減額
　　　修繕引当金の増減額
　　　長期前受金戻入額
　　　受取利息及び配当金
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　未収金の増減額
　　　未払金の増減額
　　　たな卸資産の増減額
　　　下水道使用料等預り金の増減額
　　　小計
　　　利息及び配当金の受取額
　　　利息の支払額
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー
２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　寄附金による収入
　　　負担金等による収入
　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー
３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　資金増加（減少）額
　　資金期首残高
　　資金期末残高

（単位　円）

14,903,353

13,612,000
△ 2,276,000

1,709,363

57,500,000
1,000

237,469,772
576,000

△ 83,458,000

321,113,000

△ 576,000

△ 916,210

△ 7,176,415
1,848,054,620

427,542,000

8,311,000
5,500,000

225,468,772
△ 12,577,000

1,840,878,205

△ 660,187,187

△ 72,000

△ 731,499,187

511,000,000

114,272

277,994

△ 30,000,000

12,577,000

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

△ 431,000

△ 92,566,000

令和２年度日高市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書



１　総括

（  ）内は、短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外書き

合　　計法定福利費

（

（人）

報　酬 給　料 手　当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,501

2,064

858

前　年　度

比　　　較

扶　　　養

手　　　当

（千円）

手
当
の
内
訳

区　　分

本　年　度 12,276

給　　　　　　与　　　　　　費

（千円） （千円）

16

15

1 1,849

1,849 68,005

63,726

139,292

127,765

11,527

1

46,519

41,764

4,755

116,373

105,490

10,883

22,919

22,275

644

（

（ 1

職　員　数

（人）

）

）

）
比 較

4,279

1,003 963

本 年 度

前 年 度

154

手　　　当

給　　与　　費　　明　　細　　書

特別職区 分

時間外勤務

（千円）

2,2122,682

期　　　末

一般職

（千円）

2,682

住　　　居

手　　　当 手　　　当

地　　　域

手　　　当

311

（千円）

手　　　当

通　　　勤管　理　職

17,250

手　　　当

7,311176

（千円）

1,070

手　　　当

（千円） （千円）

勤　　　勉

（千円）

手　　　当

（千円）

特 殊 勤 務

2,058 11,313759

6202,922

6,308145686 15,749

0 △ 66 31

－　11　－



－　12　－

　(1) 会計年度任用職員以外の職員

　(2) 会計年度任用職員

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

（　）内は、パートタイム会計年度任用職員で外書き

前　年　度
比　　　較 271

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本　年　度 271

比 較
（ 1）

1,849 271 2,120 341 2,461

手
当
の
内
訳

区　　分
管　理　職 扶　　　養 地　　　域 住　　　居 通　　　勤 特 殊 勤 務 時間外勤務 期　　　末 勤　　　勉
手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当

本 年 度
（ 1）

1,849 271 2,120 341 2,461

前 年 度
（ ）

比　　　較 0 858 154 △ 66 311 31 1,003 1,230 963

区 分
職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費

報　酬 給　料 手　当 計 法定福利費 合　　計
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手
当
の
内
訳

区　　分
管　理　職 扶　　　養 地　　　域

2,212 620 1,070 176 7,311 16,979 12,276
前　年　度 2,682 2,064 2,058 686 759 145 6,308 15,749 11,313
本　年　度 2,682 2,922

住　　　居 通　　　勤 特 殊 勤 務 時間外勤務 期　　　末 勤　　　勉
手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当 手　　　当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前 年 度
（ ）

15 63,726 41,764 105,490 22,275 127,765

比 較
（ ）

1 4,279 4,484 8,763 303 9,066

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
（ ）

16 68,005 46,248 114,253 22,578 136,831

区 分
職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費

特別職 一般職 報　酬
（人） （人） （千円） （千円）

給　料 手　当 計 法定福利費 合　　計

一般職
（人）



２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定の状況

　 給料の改定率

　 給与改定実施時期

平均昇給率

昇給期

職員の異動状況

　　本年度（予定）

　　前年度

　　増　減

制度改正に伴う増減分 住居手当

期末手当

勤勉手当

その他の増減分 扶養手当 千円

地域手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

（千円）

給与改定に伴う増減分

備　　　　　　考

15人

313

1人

千円

1,003

271

増減額（千円）

4,279

31

△ 66

858

説　　　　　明区　　分

16人

手　　当

758

5184,755

0.08％

154

1.19％

その他の増減分

昇給に伴う増加分

H31.4.1

給　　料

3,473

４月

48

1,230

650

4,237

増減事由別内訳

311

－　13　－



－　14　－

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たり給与

　(2) 初任給

平成31年１月１日現在

（円）

平 均 給 与 月 額

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

令和２年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

（歳）

（円）

平 均 給 与 月 額

企　　業　　職

大　　　学　　　卒

一　般　会　計　の　制　度

高　　　校　　　卒

平 均 年 齢

短　　　大　　　卒

平 均 年 齢

160,100

47.0

434,505

区　　　　　　　分

160,100

企　　業　　職　（円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

356,900

188,700

171,700

（円）

171,700

188,700

46.8

一　般　行　政　職　(円)

438,296

348,987



　(3) 級別職員数

４級

５級

20.0

）

（

企　　　　　　　業　　　　　　　職

）

（

6.7

主 査

２ 級

）

主事補

２級

５級

）

（級別の基準となる職務）

２級

（

４ 級

企　　業　　職

（

（

（

１級

（

（

40.0

6.6

）

）

）

）

）

100.0
）

（

20.0

３級

53.3

）

計

） ）（

）

（

（

）

（

1

７ 級

15

（

）

令和２年１月１日現在

（

）
6

（

主 事 主 幹 部 長

）

計
（

）） （

3

）

主 任

（

8

1
）

）

（

15

（

20.0

区　　　　　分

３級
（

（

（

）

）

）

1

）

）

構　成　比　（％）

6.7

3

６級

７級

７級
（

級

）

４級

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

６ 級

職　員　数　（人）

1

6.7

6.7

５ 級

（

）

（
1

（

1

１ 級

平成31年１月１日現在

１級
（

6.6

区　　　　　　分

6.7

1

3

課 長

６級

３ 級

（

100.0
） （

） （
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　(4) 昇給

100.0

４号給

（Ｂ）

比 率

８号給 （人）

２号給

２号給

13

号 給 数 内 訳

（人）

７号給

８号給

４号給

（人）

15

（Ｂ）

比 率

15

（Ａ）

（人）

６号給

１号給

５号給

／

職 員 数

号 給 数 内 訳

前
　
　
年
　
　
度

（％）

（人）

７号給 （人）

2

本
　
　
年
　
　
度

（人）

（人）

（人）

（Ａ）

６号給

３号給

2

（人）

５号給

（Ｂ）

13

合　　　　　計

12

（人）

区　　　　　　分

昇給に係る職員数

（人）

（人）

昇給に係る職員数

３号給

4

職 員 数 （Ａ）

企　　　業　　　職

（人）

16

（人）

（人）

（％）／

16

100.0

１号給

（人）

（人）

（人）

16

（Ａ） 100.0100.0

15

15

12

4

16（Ｂ）

（人）



　(5) 特殊勤務手当

（ 令和２年１月１日現在 ）

現場業務手当　　　緊急出勤手当　　　電気主任技術者手当

水道技術管理者手当

　(6) 期末手当・勤勉手当

支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）○○○○○○○ 916

1.175
2.250

（

）

６月（月分）

）

（

（　）内は、再任用職員に係る支給率

2.225

）
2.250

（

有

）

代表的な特殊勤務手当の名称○○○○○○○○○○○○○○

2.250

（

支 　給　 期　 別　 支　 給　 率

12月（月分）

0.26

4.45

支給対象職員の比率（％）○○○○○○○○○○○○○○○

）

区　　分

）（

1.175

1.175

前　　年　　度

本　　年　　度

）

） 2.35

2.225
1.175

級等による加算措置

区　　　　　　　　　　　　分

100.00

企　　　　　業　　　　　職

職制上の段階、職務の

2.250

（（ 2.35

（

給料総額に対する比率（％）○○○○○○○○○○○○○○

1.175
一般会計の制度

（ 1.175

2.35

4.50
有

有

4.50

支給率計
備　　　考

）

（月分）
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　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　(8) その他の手当

支給率等

通　　勤　　手　　当

住　　居　　手　　当

同 じ

24.586875

定 年 前 早 期 退 職

47.70933.27075

47.709

最高限度
(月分)

一般会計の制度
（支給率等）

25年勤続
の者(月分)

35年勤続
の者(月分)

区　　分

(2％～ 45％加算 )

20年勤続
の者(月分)

24.586875 47.709

備　　考

特 例 措 置33.27075

地　　域　　手　　当

一般会計の制度との異同

定 年 前 早 期 退 職

同 じ

同 じ

特 例 措 置

(2％～ 45％加算 )

47.709

区　　　　　　　　分

扶　　養　　手　　当 同 じ

その他の
加算措置等



事業名

当該年度
支払義務
発生予定
額○○○

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額○○○

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額○

継続費の
総額に対
する進捗
率○○○

項

損益勘定
留保資金

480

176,220 176,220

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)
額○○○

全　体　計　画

款

継　続　費　に　関　す　る　調　書

１
 
建
設
改
良
費

62,500

企業債 県補助金

1,200 176,220

5,000

１
　
資
本
的
支
出

293,700 230,000

60.0

令和元年度

千円

112,000

令和２年度

　
紫
外
線
処
理
施
設
新
設
工
事

　
高
麗
本
郷
取
水
場

千円 千円

年度

左の財源
内　　訳

前前年度
末までの
支払義務
発生額○

176,220

年割額

千円

計

117,480

千円 千円 千円 千円

117,480 293,700

117,480 117,480

720

千円

118,000 57,500

100.0

40.0

％
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１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ハ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額

　　ホ　車両運搬具

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　工具、器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　ト　建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

　　　固定資産合計

２　流動資産

　(1) 現金・預金

　(2) 未収金

　　　貸倒引当金

　(3) 貯蔵品

　　　流動資産合計

　　　資産合計

△ 132,000

103,251,098

6,028,581,655

1,946,061,861

△ 15,225,963

11,849,182,895

△ 405,927,881

（令和３年３月31日）

506,923,713

11,230,606

7,913,585,722

令和２年度日高市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

△ 1,470,915,349

517,659,881

資産の部

△ 10,232,595

1,840,878,205

9,859,647,583

2,064,558

2,696,350,969

7,913,585,722

1,225,435,620

2,967,813

36,946,910

△ 5,820,601,240

100,995,832

998,011

103,119,098

18,193,776

（単位　円）



３　固定負債

　(1) 企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充

　　　　てるための企業債

　　　企業債合計

　(2) 引当金

　　イ　修繕引当金

　　　引当金合計

　　　固定負債合計

４　流動負債

　(1) 企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充

　　　　てるための企業債

　　　企業債合計

　(2) 未払金

　(3) 引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

　(4) その他流動負債

　(5) 下水道使用料等預り金

　　　流動負債合計

５　繰延収益

　(1) 長期前受金

　　イ　受贈財産評価額

　　ロ　寄附金

　　ハ　負担金

　　ニ　国庫（県）補助金

　　　長期前受金合計

11,713,000

87,330,589

9,849,000

1,666,952,980

195,856,969

1,350,000

4,790,268,911

76,425,000

1,003,381,707

2,369,980,991

45,128,736

1,864,000

45,128,736

1,339,906,213

負債の部

76,425,000

1,621,824,244

19,038,380

77,000,000

1,621,824,244
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　(2) 長期前受金収益化累計額

　　イ　受贈財産評価額

　　ロ　寄附金

　　ハ　負担金

　　ニ　国庫（県）補助金

　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

６　資本金

　(1) 自己資本金

　　イ　繰入資本金

　　ロ　組入資本金

　　　自己資本金合計

　　　資本金合計

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額

　　ロ　寄附金

　　ハ　分担金

　　　資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　当年度未処分利益剰余金

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　　負債資本合計

（注）引当金については、修繕引当金30,000,000円を取り崩しました。

25,283,000

△ 1,977,574,380

6,298,505,809

9,859,647,583

4,752,389,591

4,752,389,591

資本の部

650,755,546

678,821,280

4,101,634,045

129,206,932

712,805,006

242,832,197

336,236,815

133,735,994

△ 573,191,949

△ 536,493,034

1,546,116,218

△ 3,091,937,086

1,698,331,825

3,561,141,774

833,311,212

△ 4,677,723



注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　(1) 貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　イ　減価償却の方法

　　 　（イ） 償却資産　定額法

　   　（ロ） 取替資産　取替法

　 　 ロ　主な耐用年数

　 　　（イ） 建物 ６～50年

　　 　（ロ） 構築物 10～60年

 　　　（ハ） 機械及び装置 ６～20年

　　 　（ニ） 車両運搬具 ３～５年

　 　　（ホ） 工具、器具及び備品 ５～20年

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　退職手当負担金のうち、特別負担金及び積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退

　　時の清算金等を含む）は全て一般会計が負担し、将来公営企業には新たな費用が発生しないこととなるため、退職給付引当金を計上していない。

　　(2) 賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における手当支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの

　　４か月分）を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月か

　　ら３月までの４か月分）を計上している。

　　(4) 修繕引当金

　　　平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

　　(5) 貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。
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Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　１　修繕引当金の勘定科目

　　修繕引当金については、企業会計の取扱い上、引当金全額を固定負債に計上することが通例であることから、同様の取扱いとしている。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　日高市水道事業は、水道事業を運営しており、運営方針等を決定していることから、水道事業単一の報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

　２　報告セグメントの営業収益等

　　当年度（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

営業収益

営業費用

　公共の消防のための消火栓に要する費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　他会計繰入金

　減価償却費

　長期前受金戻入

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱諸費

　特別損失

　有形固定資産の増減額

　　　(注)　地方公営企業法第17条の２第１項第１号に定める経費として、公共の消防のための消火栓に要する費用が営業費用に含まれている。

水道事業

事業の内容

日高市全域において水道水を供給する業務

1,126,570

9,859,648

3,561,142

項目

576

1,037,871

18

事業区分

296

12,577

399,630

（単位　千円）

92,566

水道事業

5,500

321,113

2,419

△ 88,699



Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース資産に係る経過措置

　　リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年内（令和３年度）

　　１年超（令和４年度以降）

　　合計

Ⅴ　その他

　１　引当金の取崩し

　　(1) 賞与引当金

　　　当年度６月に職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金9,722千円を取り崩している。

　　(2) 法定福利費引当金

　　　当年度６月に職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金1,842千円を取り崩している。

　　(3) 修繕引当金

　　　当年度における修繕費として使用するため、修繕引当金30,000千円を取り崩している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　当年度における債権の不納欠損による損失として、貸倒引当金204千円を取り崩している。

11,114,736円（税込み）

4,934,232円（税込み）

16,048,968円（税込み）
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１　営業収益

　(1) 給水収益

　(2) 受託工事収益

　(3) その他の営業収益

２　営業費用

　(1) 原水及び浄水費

　(2) 配水及び給水費

　(3) 受託工事費

　(4) 業務費

　(5) 総係費

　(6) 減価償却費

　(7) 資産減耗費

　　営業損失

３　営業外収益

　(1) 受取利息及び配当金

　(2) 長期前受金戻入

　(3) 雑収益

４　営業外費用

　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

　(2) 雑支出

　　経常利益

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　　その他未処分利益剰余金変動額

　　当年度未処分利益剰余金

20,888,838

311,882,711

2,464,552

6,122,010

1,123,928,906

1,201,929 13,094,723

105,376,033

112,078,043

11,892,794

98,983,320

0

117,506,626

127,223,000

129,687,552

57,729,307

63,145,478

452,485,196

51,437,108

580,000

33,052,380

948,791,993

1,027,410,138

2,464,552

96,518,768

94,419,407

令和元年度日高市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成31年４月１日から令和２年３月31日）

（単位　円）



１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ハ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額

　　ホ　車両運搬具

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　工具、器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　ト　建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

　　　固定資産合計

２　流動資産

　(1) 現金・預金

　(2) 未収金

　　　貸倒引当金

　(3) 貯蔵品

　　　流動資産合計

　　　資産合計

（令和２年３月31日）

118,154,451

7,513,955,535

513,612,322

資産の部

9,482,139,436

11,443,401,015

17,825,739

△ 15,764,974

△ 204,000 117,950,451

11,230,606

2,178,830

1,968,183,901

△ 399,845,289

1,032,767,063

5,835,645,585

7,513,955,535

（単位　円）

令和元年度日高市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

1,848,054,620

△ 5,607,755,430

2,060,765

2,473,151,478

△ 1,440,384,415

499,209,881

△ 10,157,581

29,432,183

1,073,025

113,767,033
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３　固定負債

　(1) 企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充

　　　　てるための企業債

　　　企業債合計

　(2) 引当金

　　イ　修繕引当金

　　　引当金合計

　　　固定負債合計

４　流動負債

　(1) 企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充

　　　　てるための企業債

　　　企業債合計

　(2) 未払金

　(3) 引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　引当金合計

　(4) その他流動負債

　(5) 下水道使用料等預り金

　　　流動負債合計

５　繰延収益

　(1) 長期前受金

　　イ　受贈財産評価額

　　ロ　寄附金

　　ハ　負担金

　　ニ　国庫（県）補助金

　　　長期前受金合計

2,383,527,346

1,326,188,907

9,722,000

1,842,000

1,033,719,554

4,762,935,807

19,500,000

83,458,000

1,187,249,244

75,128,736

1,350,000

85,621,226

1,187,249,244

11,564,000

負債の部

1,262,377,980

201,947,816

75,128,736

83,458,000

19,954,590



　(2) 長期前受金収益化累計額

　　イ　受贈財産評価額

　　ロ　寄附金

　　ハ　負担金

　　ニ　国庫（県）補助金

　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

６　資本金

　(1) 自己資本金

　　イ　繰入資本金

　　ロ　組入資本金

　　　自己資本金合計

　　　資本金合計

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額

　　ロ　寄附金

　　ハ　分担金

　　　資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　当年度未処分利益剰余金

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　　負債資本合計

（注）引当金については、修繕引当金40,000,000円を取り崩しました。

833,311,212

839,750,012

129,687,552

678,821,280

386,236,815

650,755,546

3,974,411,045

129,206,932

△ 571,118,159

△ 3,043,349,982

△ 504,835,850

△ 4,203,876

9,482,139,436

1,719,585,825

3,183,911,621

4,625,166,591

1,673,061,224

25,283,000

323,825,645

資本の部

△ 1,963,192,097

4,625,166,591

6,298,227,815
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　(1) 貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　イ　減価償却の方法

　　 　（イ） 償却資産　定額法

　   　（ロ） 取替資産　取替法

　 　 ロ　主な耐用年数

　 　　（イ） 建物 ６～50年

　　 　（ロ） 構築物 10～60年

 　　　（ハ） 機械及び装置 ６～20年

　　 　（ニ） 車両運搬具 ３～５年

　 　　（ホ） 工具、器具及び備品 ５～20年

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　退職手当負担金のうち、特別負担金及び積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退

　　時の清算金等を含む）は全て一般会計が負担し、将来公営企業には新たな費用が発生しないこととなるため、退職給付引当金を計上していない。

　　(2) 賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における手当支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの

　　４か月分）を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月か

　　ら３月までの４か月分）を計上している。

　　(4) 修繕引当金

　　　平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

　　(5) 貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。



Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　１　修繕引当金の勘定科目

　　修繕引当金については、企業会計の取扱い上、引当金全額を固定負債に計上することが通例であることから、同様の取扱いとしている。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　日高市水道事業は、水道事業を運営しており、運営方針等を決定していることから、水道事業単一の報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

　２　報告セグメントの営業収益等

　　当年度（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

営業収益

営業費用

　公共の消防のための消火栓に要する費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　他会計繰入金

　減価償却費

　長期前受金戻入

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱諸費

　有形固定資産の増減額

　　　(注)　地方公営企業法第17条の２第１項第１号に定める経費として、公共の消防のための消火栓に要する費用が営業費用に含まれている。

340,605

11,893

580

105,376

311,883

5,400

1,123,929

2,554

（単位　千円）

事業の内容

日高市全域において水道水を供給する業務

3,183,912

1,027,410

水道事業

水道事業

△ 96,519

2,464

9,482,139

項目

事業区分
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Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース資産に係る経過措置

　　リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年内（令和２年度）

　　１年超（令和３年度以降）

　　合計

Ⅴ　その他

　１　引当金の取崩し

　　(1) 賞与引当金

　　　当年度６月に職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金8,962千円を取り崩している。

　　(2) 法定福利費引当金

　　　当年度６月に職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金1,714千円を取り崩している。

　　(3) 修繕引当金

　　　当年度における修繕費として使用するため、修繕引当金40,000千円を取り崩している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　当年度における債権の不納欠損による損失として、貸倒引当金172千円を取り崩している。

21,101,136円（税込み）

5,052,168円（税込み）

16,048,968円（税込み）


